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面  積 人口密度  人口集中

km2 (国調)  人  地区人口 人  第  １  次  第  ２  次  第  ３  次 区 分 決  算  額 構 成 比 経 常 一 般 決 算 額 区 分 決 算 額 構 成 比 一般財源等 経 常 一 般 決 算 額

22 年 42,908人  22年　　421 17年 16,099 17年国調 2,116人 5,470人 12,777人 千円    ％  財源  千円 前年比％ 千円    ％        千円  財源  千円 前年比％

17 年 43,235人 101.86 17年　　424 12年 11,729 (構成比) 10.4% 26.9% 62.7% １ 地    方    税 3,414,230 21.3 3,414,230 △ 2.7 １ 人    件    費 2,687,414 17.5 2,476,773 2,410,707 △ 1.8

増加率 △0.8% 宅地　8.76 12年　　424  7年 11,248 12年国調 2,237人 6,171人 12,228人 ２ 地 方 譲 与 税 201,693 1.3 201,693 △ 2.8      うち職員給 -  -  

住民 23.3.31 42,277人 田　26.8 合併期日 (構成比) 10.8% 29.9% 59.3% ３ 利子割交付金 11,978 0.1 11,978 △ 9.1 ２ 扶    助    費 2,182,836 14.2 633,756 555,125 29.7

基本 世帯数 14,904世帯 畑　 6.93 合併団体 10校 保育所 　10所 ４ 配当割交付金 4,433 0.0 4,433 28.5 ３ 公    債    費 1,915,737 12.5 1,832,807 1,832,807 △ 8.7

台帳 22.3.31 43,337人 その他59.37 合併方式 4校 幼稚園 2園 ５ 株式等譲渡所得割交付金 1,402 0.0 1,402 0.0      元利償還金 1,915,737 12.5 1,832,807 1,832,807 △ 8.7

平成22年度 平成21年度  前年比  指  数  等 指定団体等 ６ 地方消費税交付金 353,380 2.2 353,380 △ 0.2     一時借入利子 0 0.0 0 0 -  

千円 千円  %     千円 の 状 況 ７ 特別地方消費税 -  -   小  計  (1～3) 6,785,987 44.3 4,943,336 4,798,639 4.1

7,893,991 新産 ８ 自動車取得税交付金 51,511 0.3 51,511 △ 14.0 ４ 物    件    費 2,253,175 14.7 1,517,099 779,217 3.7

3,208,689 市町村圏 ９ 地方特例交付金 80,769 0.5 80,769 35.6 ５ 維 持 補 修 費 288,239 1.9 276,357 264,229 △ 2.2

4,066,678 事務の共同 10 地 方 交 付 税 5,824,611 36.4 5,265,726 7.4 ６ 補  助  費  等 1,679,120 11.0 1,626,461 1,206,326 △ 29.2

10,284,104 処理の状況      普通交付税 5,265,726 32.9 5,265,726 7.1 ７ 積    立    金 523,167 3.4 394,987 65.4

 22  年  度 0.406 退職手当      特別交付税 558,885 3.5        - 9.7 ８ 投資出資貸付金 98,751 0.6 23,751 △ 80.1

 ３ケ年平均 0.429 老人福祉 11 交通安全交付金 6,926 0.0 6,926 △ 10.5 ９ 繰    出    金 1,679,773 11.0 1,498,856 1,485,955 0.1

5.0% 後期高齢医療 12 分担金・負担金 27,170 0.2 - △ 2.5 10 前年度繰上充用金 -  -  

13.2% し尿処理 13 使    用    料 245,596 1.5 15,755 △ 11.3  小  計  (4～9) 6,522,225 42.5 5,337,511 3,735,727 △ 11.0

(ｱ) (ｱ) △ 4.93% ごみ処理 14 手    数    料 26,974 0.2        - △ 5.9 11 投 資 的 経 費 2,021,148 13.2 667,686 経常一般財源 △ 23.5

507,819 221,171 129.6 85.1% 常備消防 15 国 庫 支 出 金 1,933,133 12.1        - △ 31.5      うち人件費 30,736 0.2 29,896 8,534,366 △ 49.9

(ｱ)-(ｲ) (ｱ)-(ｲ) 10.0% その他 16 国有提供交付金 218,365 1.4 218,365 0.1     普通建設事業 2,016,742 13.2 663,280 △ 23.2

286,648 30,276 846.8 財政調整基金 1,124,587 特目基金内訳 17 県  支  出  金 893,831 5.6        - 7.4       補助事業 956,546 6.2 169,585 経常収支比率 6.2

市債管理基金 321,864 18 財  産  収  入 236,192 1.5        - 621.4       単独事業 918,468 6.0 422,167 83.1% △ 45.6

特定目的基金 2,315,664 19 寄    附    金 28,488 0.2        - 5,574.9      国直轄事業負担 -  -  

合 計 3,762,115 20 繰    入    金 79,404 0.5        - △ 69.7      県事業負担 141,728 0.9 71,528 歳入一般財源 293.3

政 府 資 金 8,165,696 21 繰    越    金 170,785 1.1        - △ 14.2      同級他団体 -  11,602,886 -  

銀行等縁故 6,287,935 22 諸    収    入 442,649 2.8 270 △ 2.8      受託補助事業 -  -  

その他の資金 2,026,577 23 地    方    債 1,730,193 10.8        - △ 12.6      受託単独事業 -  -  

合計 16,480,208 　 うち減税補てん債 -  -      災害復旧事業 4,406 0.0 4,406 △ 70.1

   債務負担行為限度額 32,707,538 　 臨時財政対策債 643,593 4.0 25.5     失業対策事業 -  -  

　 土地開発基金現在高 300,000  歳  入  合  計 15,983,713 100.0 9,626,438 △ 4.7  歳  出　合  計 15,329,360 100.0 10,948,533 △ 7.0

   収益事業収入額         -

決 算 額 構 成 比 決 算 額 区 分 決 算 額 決 算 額 一般財源等 投資的経費 決 算 額

 職 員 数  給料月額  一人当り 改定  一人当りの給与        千円    ％ 前年比％ 千円 構成比％        千円        千円 前年比％

       人      千円  支給額 円 実施年月 (報酬)額　円 １ 市    民    税 1,514,863 44.3 △ 6.3 １ 議    会    費 180,086 1.2 180,086 0 △ 0.7

        -         -         - 平成23年2月 801,900     個       人 1,377,532 40.3 △ 7.1 ２ 総    務    費 2,012,582 13.1 1,687,057 10,516 △ 30.2

309 93,239 301,744 平成22年12月 707,000     法       人 137,331 4.0 3.6 ３ 民    生    費 4,310,767 28.1 2,311,916 9,329 21.3

20 5,041 252,050 平成22年12月 600,000 ２ 固 定 資 産 税 1,553,238 45.6 △ 0.2 ４ 衛    生    費 1,139,195 7.4 1,074,341 7,541 △ 16.9

5 1,496 299,200 平成22年12月 422,000     土       地 551,569 16.2 △ 1.6 ５ 労    働    費 172,650 1.1 17,605 0 183.6

        -         -         - 平成22年12月 372,000     家       屋 782,021 22.9 0.8 ６ 農 林 水 産 業 費 753,758 4.9 553,428 367,674 2.4

314 94,735 301,704 平成22年12月 353,000     償 却 資 産 210,989 6.2 △ 0.4 ７ 商    工    費 199,398 1.4 132,271 13,755 △ 22.6

平成22年12月 348,000     市町村交納付金 8,659 0.3 △ 1.0 ８ 土    木    費 1,562,639 10.2 1,100,513 727,512 △ 10.4

３ 軽 自 動 車 税 79,660 2.3 2.1 ９ 消    防    費 944,722 6.2 930,732 29,774 △ 12.2

４ 市 た ば こ 税 252,675 7.5 2.8 10 教    育    費 2,133,420 13.9 1,123,371 850,641 △ 15.1

 法 適 用 実質収支額 普通会計か  職 員 数 ５ 特別土地保有税 -  -  11 災 害 復 旧 費 4,406 0.0 4,406 4,406 △ 70.1

 の 有 無      千円 らの繰入額        人 ６ 都 市 計 画 税 -  -  12 公    債    費 1,915,737 12.5 1,832,807 △ 8.7

法非適 3,116千円 514,527千円 9人 154,722千円 207,578千円 ７ 入　　湯　　税 13,794 0.4 6.9 13 諸  支  出  金 -  -  

法非適 2,884千円 103,126千円 1人 276,254千円 254,311千円 市  税  合  計 3,414,230 100.1 △ 2.7 歳  出  合  計 15,329,360 100.0 10,948,533 2,021,148 △ 7.0

法非適 506千円 12,901千円 1人 6,590世帯 6,669世帯

- 1,561千円 1,605千円 人 12,974人 13,361人  個 人 均 等 割 3,000 円  現年課税分  滞納繰越分 合  計

- 6,436千円 87,699千円 2人 268,924円 272,345円  個 人 所 得 割 6.0/100 96.0% 21.0% 88.6%

- 85,125千円 377,844千円 6人 136,597円 135,938円  固 定 資 産 税 1.4/100 95.2% 19.0% 86.3%

- 3,917千円 - 人 249,754円 230,339円  都 市 計 画 税 －　      千円 95.6% 19.9% 87.4%
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